
生涯学習基盤経営研究 第 34号 2009年度 

「子どもの放課後」をめぐる学校・家庭間関係の変容 
に関する研究 
―全児童対策事業における学校との関係に着目して― 

佐藤晃子†

†
東京大学大学院教育学研究科 博士課程 

本研究の目的は，「子どもの放課後」をめぐる学校・家庭間関係変容の一様相を明らかにすることにある。

ここでは，家庭の代替的機能を担う学童保育を包含した放課後事業を対象とし，学校との関係，学校からの

影響という点に着目して，子どもの放課後生活の変容の姿をとらえていった。具体的には，三自治体のいわ

ゆる「全児童対策事業」を事例として事業関係者にインタビュー調査を実施し，そのデータをもとに実証的

に分析・考察をおこなった。その結果，放課後生活への学校的な規範，規律，秩序などの侵入，すなわち，

「学校の侵入」と呼びうる事態が生じていることが見出された。これは，学校の拡張であると解釈できると

ともに，放課後の事業をモーメントとして，学校と社会が地続きとなり，学校や学校教育の性格を揺るがす

可能性も示唆される。 

キーワード：「子どもの放課後」，学校・家庭間関係，全児童対策事業，学童保育 

目 次 

1 はじめに 

2 「子どもの放課後」と学校との関係をめぐる問題の所
在 

2.1 社会的・政策的状況から 
2.2 先行研究の現状から 

3 全児童対策事業にみる「子どもの放課後」と学校との
関係―三自治体における事例研究から 

3.1 調査の概要 
3.2 分析の視点と方法 
3.3 分析結果 
3.4 分析のまとめ 
3.5 考察 

4 おわりに 
 

1 はじめに 
本研究の目的は，「子どもの放課後」1の生活を

めぐってみられる，学校・家庭間関係変容の一様

相を明らかにすることにある。 
子どもの放課後をめぐっては，おけいこごとや

塾などによる子育てや家庭教育の外注化（いわば，

家庭からの外注化）が言われて久しい。これに対

し，学校は，放課後生活に関与しないものとして

存在してきていたといえる。しかし，ここ 10 年
ほどの間で，「放課後の学校化」2と呼ばれるよう

な事態が生じ，学校の一定のかかわりが生まれて

きたとされる。このような事態が生じているとす

るならば，現代では，子育てや教育の主体として

家庭が学校を従属化しているとされる3なかで，学

校の再浮上ともいうべき変化が生起している可能

性がある。そしてこれは，教育や社会の前提を問

い直す大きな変化としてとらえうる事態であり，

教育学研究にとってひとつの大きな研究課題であ

ると考えられよう。 
そこでここでは，子どもの放課後の生活にかか

わって，こうした学校・家庭間関係の変化を特徴

的にみることができる学童保育とその周辺事業に

対象を限定し，その再編の動きの一端をとらえて

いく。 
学童保育は，戦後長い歴史をもつが，その歴史

的経緯から，各自治体や地域において多様な運営

実態がある。しかしその長い運動，実践の蓄積の

中から，学童保育の理念や基本的役割などが提起

されてきた。 
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その中心にあるといえるのが，「生活の場」とし

ての学童保育という理念・役割であろう。学童保

育は，「家庭に代わる生活の場」4であることが求

められ，「生活づくり」をその固有の実践として位

置づけてきた5。共働き家庭等の子どもたちは，放

課後，学童保育へ帰り，生活するのであり，その

ために，保護者に代わって家庭的機能を補完する

こと，またそれだけでなく，指導員と保護者が連

絡・協力し合いながら子どもの育ち，生活を支え

ていくことが目指され，実践されてきたといえる。

他方で，学童保育と学校との関係については，学

童保育の施設として学校が多く活用されてきては

いるものの，両者は制度上も実践上も別物として

自律的な関係におかれてきた。 
しかしながら，近年の教育・福祉政策，施策に

おける学童保育とその周辺をめぐる状況を概観す

ると，こうした学童保育の理念・役割や機能をゆ

るがすような事態をみることができる。いいかえ

れば，「子どもの放課後」を軸とした，学校・家庭

間関係をめぐる理念変容を伴う，施策上の変更が

生じているといえる。 
2007年度から文部科学省・厚生労働省合同で始

められた「放課後子どもプラン」が，その変化を

象徴的に示している。放課後子どもプランは，学

校施設を活用し，学童保育とすべての子どもを対

象とした事業とを「連携」または「一体的」に運

営しようとするものである。そのひとつの理想形

は，いわゆる「全児童対策事業」（学校を活用した

遊び場事業）と学童保育事業との一体的運営をイ

メージしているといえ，それまで自治体独自にお

こなわれてきた全児童対策事業を国の施策として

新たな形で引き取ったものが放課後子どもプラン

であると位置づけられるであろう。 
そして，放課後子どもプランは，以下のような

「子どもの放課後」に対する政策理念上の変化を

伴う施策であることを指摘できる。第一に，支援

の対象を「すべての子ども」としたことによって，

そうした「すべての子ども」に対する「子どもの

放課後」の位置づけにおいて「生活」という側面

が衰退し，教育的活動が強調されていること，第

二に，放課後の活動の場として「学校」という場

が浮上してきたこと（ただし，制度上は学校教育

と一線が画されていること）の二点である（以上

については，佐藤（2009）6参照）。 
すなわち，この意図するところは，学校施設を

積極的に活用することであり，また，福祉的ニー

ズに対応する特定の層だけではない，全体を対象

とした放課後事業に学童保育を再編し，そこに家

庭に代わる「生活の場」としての福祉的な機能を

とりこもうとするものであるということができる。 
したがって，ここでは，学童保育を含む放課後

の事業が学校からの自律性を保つことができるか，

学童保育対象児童にとっての「生活の場」として

の機能やそれを支える家庭的機能を保持できるの

かといった点が問題となる。そして，その影響力

の大きさによっては，学校・家庭間関係に変化を

もたらしうると考えられる。放課後の事業を媒介

として，学校と家庭の役割，機能が相互浸透しあ

い，各々の新たな位置づけ，役割が生まれ，新し

い関係性がとり結ばれてくる可能性がある。 
また，これを検討していく際，同時に，学校や

学童保育各々に求める役割，機能や相互の関係性

をとらえるまなざしの複層性にも着目すべきで

あろう。既述の学童保育に対する役割認識やその

変化に対する批判的な意識は，学童保育／運動関

係者のなかにおいては共有されているものであ

る。他方で，保護者らの意識は，それらとは異な

ることが想定され，そうした認識の相違という点

においても，学校・家庭間関係変容の様相がうか

がえると考えられる。 
そこで本研究では，こうした「子どもの放課後」

をめぐる学校・家庭間関係の政策理念の変容を伴

う施策上の変更を受けて，ミクロレベルでいかな

る実践的変化や影響が生じているのか，ここでは

その中でも，放課後事業における学校との関係，

学校からの影響に焦点をあてて実証的に明らか

にしていく。そしてそこから，学校という場で過

ごすことが子どもの放課後生活に対してどのよ

うな影響を及ぼしうるのか，考察していく。その

方法として，放課後子どもプランでひとつの理想

形として描かれている「一体的」運営を，すでに

独自ですすめてきている三つの自治体の放課後

事業（全児童対策事業）を事例としたフィールド

調査をおこなった。 
以下，第 2 章では，本研究において，「子ども

の放課後」をめぐる学校・家庭間関係変容の側面

のうち，学校との関係や学校からの影響という点

に課題を焦点化した背景を整理し，そこから具体

的な研究課題を設定する。そして，第 3 章では，
三自治体の全児童対策事業の事例研究から，その

課題を明らかにしていく。最後に，第 4章におい
て，本研究のまとめと今後の課題を示す。 
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2 「子どもの放課後」と学校との関係
をめぐる問題の所在 

2.1 社会的・政策的状況から 
まず本章では，「子どもの放課後」をめぐる学

校・家庭間関係の変容の実践的インパクトをみる

にあたって，学校との関係，学校からの影響に着

目する背景について，1）社会的・政策的状況，2）
研究的状況，の二点から整理していく。 
第一に，近年子どもの生活における「安心・安

全」に対して，社会的関心が高まっており，それ

への解答として学校という場の活用が政策的にす

すめられているという点が挙げられる。とりわけ，

子どもの安全確保という意味で放課後を過ごす場

としての「学校」への保護者の期待は非常に高い。 
「子どもの放課後」をめぐって，教育・福祉い

ずれの政策においても，特に少子化が進んだ 1990
年代以降，施設の有効活用という側面から，学校

施設の活用が積極的に推進されてきた。その後，

2001年の池田小児童殺傷事件や子ども・青少年が
巻き込まれる／かかわる事件の続発等を理由に，

「安心・安全な居場所づくり」が政策的に提起さ

れ，学校施設の活用に「安心・安全」の意味が付

与されるようになった。 
そして具体的には，文部省・余裕教室活用指針

以降の学童保育施設としての学校活用，自治体独

自の全児童対策事業，また，地域子ども教室推進

事業や「放課後子どもプラン」などにおける学校

施設の積極的活用などが進められてきた。 
実際，学童保育の実施場所として最も多いのが

学校である。2009年5月1日現在，約半数（49.1％）
は学校内に設置されている7。また，自治体独自の

全児童対策事業は学校内での実施が一般的定義の

基本的前提となっており，そのほとんどは学校で

おこなわれている8。 
ただし，これらいずれにおいても，学校施設の

活用は学校という場の活用であって，制度上，学

校教育に位置づけられているものではない。たと

えば，放課後子どもプラン実施に当たり，2007
年 3 月に文部科学省・厚生労働省から「『放課後
子どもプラン』の推進に当たっての関係部局・学

校の連携等について」が発出されている。このな

かで，「学校との連携・協力について」という項が

あるが，ここでは，学校関係者に対し，事業管理

者との連携・協力への依頼はなされているものの，

（放課後子ども教室事業，放課後児童健全育成事

業の）“両事業は学校教育の一環として位置づけら

れるものではない”と明確に示されている。 
こうした学校施設活用を後押しし，正当化する

のが，社会的ニーズ，とりわけ保護者ニーズにあ

るといってもよい。保護者のニーズとしては，就

労の有無にかかわらず，子どもの安全確保への関

心は非常に高い。ベネッセ教育研究開発センター

の調査結果によると，小学生をもつ母親の子育て

上の「気がかり」の第一位は「犯罪や事故に巻き

込まれること」（16.3％）となっている9。そうし

たなかで，放課後における事業を学校でおこなう

ことは，移動なく放課後の時間も過ごせるゆえ，

保護者へ安心を与えるものであろう。小学生児童

の保護者を対象にした別の調査では，放課後の事

業をおこなう場として「小学校内がよい」という

答えが最も多いという結果が出ている10。さらに，

放課後を過ごす施設の機能として保護者に最も必

要とされているのが「安全管理」となっている11。 
このように政策的にも，またその背後にある社

会的ニーズも，「安心・安全」な子どもの放課後生

活の場として学校施設活用を後押しし，実態とし

ても広がりをみせている。 
しかし，放課後事業における学校施設活用が積

極的に進められている今だからこそ，「安心・安全」

という価値で子どもの放課後生活を規定し，朝か

ら夕方まで学校で子どもが過ごすことについて改

めて考えるべきではないだろうか。増山（2007）
は，“子どもの安全管理と，成長発達のための活動

にはそもそも矛盾がある”としたうえで，放課後

子どもプラン，放課後子ども教室という国の新た

な施策に対し，“この矛盾・ジレンマに悩むことな

く，安全管理を優先して，子どもの世界のすべて

を「見えやすい場所」としての「学校」に移して

しまおうという〈大人の論理〉から出発した施策

であるところに問題がある”と指摘する12。した

がって，「大人の論理」にもとづく施策を，子ども

の生活という点に即して，ミクロな実践的影響を

検証する必要があるのではないかと考えられる。 

2.2 先行研究の現状から 

しかしながら，「子どもの放課後」について，と

りわけ学童保育をめぐる研究は散発的で，研究と

しての蓄積はほとんどない状況にある。これが第

二の研究的背景である。 
学童保育をはじめ「子どもの放課後」について
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は，社会福祉研究の中の児童福祉，社会教育研究

の中の学校外教育，子どもの社会教育などにおけ

るひとつの対象や事例としてとりあげられてきて

はいるが，それらの研究の周縁部に位置づけられ

つづけてきたといってよい。また，ここ数年，教

育，福祉，社会学などの分野で領域横断的に「放

課後」への研究的な注目がなされているといえる

が，これらの研究は緒についたばかりで，概要的

な実態調査研究が主となっている13。 
他方で，運動や実践における研究的な蓄積は，

運動の側からの単一的な視点・記述となりがちで

あることや実践記録・資料が多いという限界はあ

りながらも，一定程度なされてきている。たとえ

ば，学童保育運動の全国的組織である全国学童保

育連絡協議会（1967年結成）では，運動とともに
実践的研究が積み重ねられてきた。 
そこで，その実践的研究のなかから，学童保育

施設としての学校にかかわる先行研究について検

討をこころみた。そのうち，指導員・父母向けに

刊行されている月刊誌『日本の学童ほいく』（1974
年創刊）のなかの「学校」特集号（計 9 回）14を

概観すると，施設としての学校については，つね

にその是非論をともないながらも，そのうえで現

実問題としてどう課題に対処しているか／すべき

かという点について実践的に提示されてきたこと

がわかる。そして，その論点は主として施設設備

の整備問題，活動上の問題，教員との関係の三点

に集約され，そこには管理運営から活動，指導に

わたる学校特有の問題が示されてきたといえる。 
こうした課題の柱となるのは，学童保育が学校

との関係をどう取り結ぶかというところにあると

考えられる。しかし，実践の中では学校との関係

のあり方について揺れが生じている。たとえば，

子どもが戸惑わないようにすることを根拠に，学

校のルールと学童保育の生活のルールを一致させ

るとする学童保育がある一方で，「学校の中の学童

保育」ではなく，「学童保育は学童保育」という意

識のもとに学校，教員とかかわりをもち，課題の

克服に努めている事例も報告されている15。 
こうした実践の揺れの背後には，制度上の問題

とともに，学校特有の課題を通底する学校施設活

用の影響について，具体的に検証されてきていな

いという問題があると考えられる。したがって，

学校施設活用が子どもの放課後生活をどのように

規定し，影響するものなのか／しているのか，子

どもの生活や子どもへの援助・指導をめぐる学校

での／との問題について実証的に明らかにするこ

とが求められているといえる。また，一定の実践

研究が積み重ねられてきた学童保育についてもこ

うした問題が残されているとすれば，そうした集

団的取り組みがほとんどみられない全児童対策事

業については，この問題に対する研究的追究がよ

り一層求められていると考えられる。 
既述の通り，学童保育や全児童対策事業の施設

として，近年，学校が積極的に活用されている。

それに伴い，学童保育の利用者／非利用者問わず，

学校で放課後を過ごす子どもが増加している。こ

うした現状を池本（2009）16は「放課後の学校化」

と呼び，現在の日本の放課後活動の質の問題の一

つとして取り上げ，子どもへの影響を考慮すべき

ことを指摘している。しかし，この指摘にしても

政策的状況を現状把握として分析したにとどまっ

ており，「放課後の学校化」と呼ぶ事象に対して具

体的，実証的な解答は与えられていない。 
 以上のような政策的・社会的状況，さらには研

究的状況を踏まえ，次章では，学校施設を活用し

た放課後事業（全児童対策事業）の事例研究によ

って，学校という場であるがゆえに全児童対策事

業にみられると考えられる普遍的現象の実態的解

明をこころみる。 
 
3 全児童対策事業にみる「子どもの
放課後」と学校との関係 
―三自治体における事例研究から 

3.1 調査の概要 
筆者は，2008年7月から2009年1月にかけて，

三つの自治体―東京都 A区，東京都 B区，北海道
C 市―の全児童対策事業を事例にフィールド調査
を実施した。 
まず，これら三自治体を選定した理由について

述べておく。第一に，三自治体とも，全児童対策

事業と学童保育事業を一体的に運営する形の放課

後事業を全国に先駆けて実施してきており，約 10
年の実践の蓄積を有していることが挙げられる。

第二に，その「一体的」運営のあり方にはバリエ

ーションがあるため，対照的事例として，A区と
B区，C市を選定した（具体的相違については，
下記概要を参照）。第三に，本研究において，子ど

もの放課後生活に対する学校という場からの影響

に着目することから，事業の実施場所として学校

施設のみを使用している A，B両区に加え，学校
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内施設と学校外施設が併存するC市を事例として
採用した。 
次に，三自治体の全児童対策事業について簡単

に概要を整理しておく。東京都 A 区では，2001
年から「α」という全児童対策事業を実施してい
る。α は，教育部局が所管する，全児童対象の事
業と学童保育事業17を統合した事業で，実施場所，

職員，活動内容いずれも同一で運営されている。

現在，全 38小学校内で実施されている。 
東京都 B区では，1995年から「β」という全児

童対策事業を開始し，教育・福祉部局共同所管に

より，現在，全 64小学校内で実施されている。B
区の場合，全児童対象の事業と「学童クラブ」（学

童保育事業）18は別事業として位置付けられてお

り，学童クラブでは出欠確認，おやつの提供がな

されるなど，活動内容に一部違いがあるが，両事

業は同じ場所・職員によって一体的に運営されて

いる。 
北海道 C市では，福祉部局所管により「児童ク

ラブ」事業，いわゆる学童保育事業を実施してい

るが，B区と同様に，全児童を対象とした事業と
児童クラブ事業とを一体的に運営して実施してい

る。ただし，C市の場合は，児童館の中に児童ク
ラブを併設させて整備してきた。その不足を補う

形で，1997年から，小学校内に児童館（以下，「小
学校内児童館」と記す）を設置し，それまでと同

様に，児童クラブを併設させ，そこで一体的に運

営をおこなっている。現在，小学校内児童館は 51
館で，すべてに児童クラブを併設している。（なお，

小学校内のぞく児童館数は 104館，同併設児童ク
ラブは 99 か所ある。また，小学校数は全 209 校
である）19。 
加えて，三自治体の制度面における学校との関

係についても述べておきたい。三自治体とも，学

校内に施設を持つが，事業としても，運営体制，

指導体制いずれにおいても，学校教育のシステム

とは別の体制がとられている。学校の管理職とは

別に各学校に責任者がおり，教職員とは別に指導

員が配置されている。また，施設については，放

課後事業の専用室を 1～2 室設けることが標準的
となっており，加えて，校庭，体育館，特別教室

などを学校の授業等に差し障りのない範囲で借り

て使用するというところが多い。 
調査内容・方法としては，三自治体において，

行政担当者と施設の現場責任者に対し，放課後施

策・事業の現状について 1～2 時間のインタビュ

ーを実施した。また，各施設では 1～2 時間ほど
見学もおこなった。本調査では，全児童対策事業

にみられる普遍的現象，実態を明らかにすること

を主眼に置き，事業実施関係者に対するインタビ

ューという手法を採用した。 
調査の実施経過は，以下の表の通りである。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
なお，本調査では，現象を多角的にとらえるた

めに，学童保育運動や父母会関係者，保護者への

インタビューもおこなったが，ここでは必要に応

じて補足的にデータを使用するにとどめる。 

3.2 分析の視点と方法 

以下では，これらのインタビューデータをもと

に，行政資料など各種資料も用いながら，分析を

おこなっていく。 
その際の視点として，具体的な運営・活動や，

指導員による援助・指導上における＜学校からの

影響＞，＜学校との関係＞の様態に着目する。ま

た，3.1 で述べたように，三自治体それぞれにシ
ステムに対比的な特徴をもっているが，本研究で

は実態把握に努めるため，三自治体の共通性を抽

出することを主とし，特徴的な点については適宜

指摘していく形をとる。 
分析方法としては，グラウンデッド・セオリー・

アプローチ20にもとづき，各インタビューデータ

について二回のコーディングをおこなった。それ

表：調査実施経過 
 

実施日時 インタビュー 
対象者 

ﾃﾞｰﾀ

ID 
2008/08/07 
13:00～15:00 

南一小 α 担当
指導員 a1-IN 

2008/08/21 
10:00～11:15 

A区担当係長，
係員 a2-IN 

東京都 
A区 

2008/12/02 
10:00～12:15 

南二小 α 担当
指導員 a3-IN 

2008/09/07 
10:00～11:30 B区担当係長 b1-IN 

東京都 
B区 2008/09/07 

13:40～15:00 
西一小 β 事務
局長 b2-IN 

2008/11/05 
10:00～11:30 

C市担当係長，
係員 c1-IN 

2008/11/05 
13:30～15:00 

北一小内児童

館館長，指導員 c2-IN 
北海道 
C市 

2008/11/06 
13:30～15:00 

北ニ児童館館

長 c3-IN 

※ 表中の小学校名，施設名は仮名である。 
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により，上記視点に関わっては，3.3 に示す 2 つ
の大カテゴリーとその下位概念が抽出された。 
 なお，以下，インタビュー記録を参照，引用し

た際には，【】に前記表記載のデータ IDもしくは
データ出典を示した。また，自治体名，施設名，

個人名等については，特定されないよう，必要に

応じて筆者が名称の修正をおこなっている。記録

引用のなかの〔〕による補足や下線等も，筆者に

よるものである。 

3.3 分析結果 

3.3.1 学校施設活用に対する積極的意味付け 
最初に指摘できるのは，調査対象とした三自治

体いずれにおいても，学校施設の活用に対し，積

極的な意味が見出されていることである。 
その前面にでてくるのは，学校という場の安全

性，子どもの動線の短縮という意味での安心・安

全の確保という点である。行政にとっては，施設

の有効活用という意味での余裕教室活用，学校利

用であるということに学校施設活用の最大の理由

があると言えるが，学校施設活用の説明材料とし

ては放課後の「安心・安全」が前面に打ち出され

ている21。それはさらに，学校内にとどまらず，

学校を拠点とした地域の安全性の強化にもつなが

りうるものとして語られる【a2-IN】【b1-IN】。同
時に，現場職員や利用者からも，学校施設利用に

対して「安心・安全」という意味が大きく位置付

けられており，それがニーズやメリットととらえ

られている点も注目すべきであろう【c2-IN】
【2008 年 10 月 1 日 A 区保護者インタビュー】
【2009年 1月 20日 B区保護者インタビュー】。 
もうひとつは，校庭や体育館などが使用できる

ことによる，遊びの場の広がりという点である

【a2-IN】【b1-IN】。そして，これについても，現
場指導員も保護者も，多くが学校ならではのメリ

ットととらえている【a1-IN】【2008年 10月 1日
A 区保護者インタビュー】【2009 年 1 月 20 日 B
区保護者インタビュー】。 
このように，学校という場を活用することに対

し，施設活用という意味をこえて，「安心・安全」

や遊び場の広がりというメリットが大きく意味付

与されている。またそれは，行政担当者，施設職

員のみならず，利用者である保護者にも共有され

ていた。しかも，これらは，子どもにとってよき

ものとして意味づけられているといえる。 

3.3.2 子どもの放課後生活への「学校の侵入」 
では，実際，子どもが放課後も学校で過ごすこ

とは，子どもの生活に対しどのような影響を及ぼ

しているのだろうか。 
大きくひとことでいえば，運営・指導上におけ

る「学校の侵入」，すなわち，学校的なもの・学校

の教育的機能の入り込みが生じていることを指摘

できる。たとえば，つぎの指導員の発言はこれを

象徴するものである。 
 

「基本的には学校のルールは βのルールです。
●●〔学校名〕のルールっていうのがあります。
β だけのルールもあるんですけど，みんな学
校のルールは βのルールということで子ども
たちも理解してます。〔中略〕ただ子どもで

すから，学校で見せる顔と，家で見せる顔と，

ここで見せる顔が違う。ここはちょっとはめ

をはずしてもいいと思っている。私もそう思

っています。子どもたちの声きいていただく

と楽しそうにやっていることがわかります

ね。」【b2-IN】 
 

（1）日常的な関係の延長による「学校の侵入」 
学校と放課後事業との間には，学校施設利用に

伴い，日常的な関係がさまざまにもたれている。 
たとえば，学校との施設利用の調整【b2-IN】

【c2-IN】，子どもについての情報交換やお互いの
行事への参加など教員・職員の行き来【b2-IN】
【c2-IN】，学校の保護者会時の預かり，学校と児
童クラブの個人面談の同日開催など，行事時の連

携【a1-IN】【b1-IN】【c2-IN】等，交流や連携が
もたれている。 
しかし，より重要なのは，こうした日常的な関

係の延長上に，交流や連携のレベルを超えた，学

校的なものへの同一化，ないしは同質化のような

関係もみられることである。それは次の三点にお

いてみられた。 
第一に，指導上における学校のルールの適用で

ある。たとえば，A区や B区での施設インタビュ
ーでは，指導員から明確にそれが述べられた。

3.3.2の冒頭に示した発言にみられるように，放課
後生活のルールを，一定の「緩み」を認識しなが

らも，学校のルールと一致させている【a1-IN】
【b2-IN】。また A区では，放課後事業や指導員と
しての判断ではなく，校長判断により学校のルー

ルが持ち込まれ，学校休業日でも学校と同じく制
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服を着用することになっている α もあるという
【2008年 7月 24日南一小 α指導員プレインタビ
ュー】。学校教育制度下にないにもかかわらず，学

校という場にあることで，学校のルールや学校長

の判断に一定縛られている／縛られざるをえない

面があるといえる。 
第二に，安全管理的な指導の重視が挙げられる。

B区のある βでは，指導にあたって安全性が大き
く考慮され，室内を走り回るなどの「危険」に対

しては「耳にたこができる」くらいの繰り返しの

指導をおこなっているという【b2-IN】。また C市
では，授業時間中や職員会議中には子どもたちを

部屋の中へ「閉じ込め」，静かにさせるという配慮

がなされているところもある【c2-IN】。放課後事
業の指導員の側で，学校という場であることを強

く意識することが，実践場面において，安全管理

を重要視した指導という形で反映されていると考

えられる。 
第三に，放課後事業への教育的な活動の導入で

ある。B区では，制度上学習活動の導入は図られ
ていないが，実践場面では，教員自身が放課後，

気になる子どものところを訪れ，勉強を教えに来

ることがあるということが語られた【b2-IN】。学
校内にあるアクセスのしやすさが，学校教育外の

ところへ学校教育の延長となる教育的実践の入り

込みをもたらしているといえよう。 
 以上のように，日常的なコミュニケーションを

とっていく中で，放課後事業における指導や活動

の中に，学校の論理が自然に入り込み，組み込ま

れていく様子がうかがえる。言い換えれば，日常

的な関係性は，円滑なコミュニケーションのため

の学校との日常的な交流・連携にとどまらず，そ

の延長線上で，さまざまな形で学校からの影響を

生じさせ，学校的な規範・ルールや教育的活動が

放課後に「侵入」してきているといえよう。 
 
（2）学校の要請の積極的内面化による「学校の

侵入」 
さらに，A区のある事例からは，上で見た以上

の学校との関係が構築されつつあるようにみえる。 
そもそも A区の場合，事業設定，導入の段階か

ら，学校に放課後の事業があることの意味，存在

意義を学校側から問われていたといえる。モデル

事業時から αの指導員として勤める南一小学校 α
の担当指導員は，α 導入時の学校側の反応を次の
ように述べている。 

 
「学校の校長先生からも，ただの遊びだった

ら学校でやる必要ないんじゃないっていうの

は言われて，やっぱりその，学校っていう環

境の中で，ルールも学校と同じような，まあ

放課後だから多少ゆるむんだけどね，それで

もやっぱり基本的には学校の中での活動なの

で，ルールは学校に準じて守らせる。それか

ら，やっぱりあの，学習的な内容のものをや

ってほしい〔と言われた〕。」【a1-IN】 
 
学校内で事業をおこなうにあたり，学校のルー

ルの適用や学習的な内容の導入という学校側の意

向が示されたのである。そして実際に，A区では
「勉強会」22という学校の補習的な学習活動が事

業の目玉として取り入れられた。α 事業について
は，その導入時から，学校施設という特性を活か

すことが意識され，事業構成も考えられたといえ

る。 
一方，α の側でも，勉強会の役割として学校教

育ではできない部分の意味を見出している。南一

小学校 αの指導員は，勉強会を担当した際に感じ
たという，学校とは異なる放課後学習の意義を以

下のように語った。 
 
「学校ではどうしても時間に追われちゃって，

このときまでにここまでやらなきゃなんて

〔なる〕。α〔の勉強会〕ではそうじゃなくっ
て，子どもたちがつっかえている部分をじっ

くり〔やることができた〕。」【a1-IN】 
 

 勉強会の実態としては，学校の進度の範囲内に

とどめるという暗黙のルールが敷かれ23，また，

学校の教育活動のメインに位置づく教科教育の指

導における教員と αの指導員との関係形成の困難
さ【a1-IN】もあり，教員と連携しながら，子ど
もの学力を保障していくという意味での補習的な

機能は果たされていないといってよい。保護者の

側から見ても，民間学習塾に通うまでの代用とい

った程度の位置づけにあるように思われ，参加者

も低学年児童が圧倒的に多い。しかし，それでも

なお，指導員の意識としては，勉強会に対して学

校の補足的役割を積極的に見出しているといえる
24。 
さらに，この南一小学校 αの事例を見ると，勉

強会のような教科指導にとどまらない，広い意味
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での教育的活動が実践の中で取り組まれており，

それはまた学校での教育活動を強く意識したもの

となっている。 
たとえば，南一小学校は小中一貫校であるため，

5，6年生がリーダーとしての活躍の場が与えられ
づらいという学校教育上の課題を認識したうえで，

「勉強会」や「教室」（パソコン，英会話，軽スポ

ーツなどの各種講座）などのなかで高学年に低学

年のサポート役や班のリーダー役を意識的に与え，

そこに教育的な意義を見出している。 
 

「『●●体操』って名前がかっこいいんだけど，
体操とかやる教室にね，6 年生が毎週来てく
れて，指導員のアシスタントをやってくれた

り。あと，勉強〔会〕なんかも 1年生ってな
かなか 45 分持たないんだけど，もう 6 年生
のお姉さん，お兄さんがぴたっとべたで張り

付くと緊張しちゃってね，最後までね，やる

という，なかなかいいね，光景も生まれてる。

〔中略〕本当の 6年制の学校であれば，5，6
年生っていうのは運動会でも学芸会でも，常

にこういろんな先生のアシスタントで活躍す

る場所があるんだけど，この●●〔学校名〕の，
一貫校の場合はないので，逆に αの中で 5，6
年生がリーダーシップを身に付けてるってい

うのが一面としてあるかな。で，学校にもそ

の辺は期待されてて。」【a1-IN】 
 

「クッキング〔教室〕もやっぱりこちらが適

当に班を作って，5，6年生にリーダーになっ
てもらって，その子達が中心に，たとえば，

カレーを作るんだったら，『1年生の誰ちゃん
米といで』とか，そういう，なんていうの，

リーダーになれるようにこちらも 5，6 年生
を育ててるし，〔そうすることによって実際

に〕指示出しもちゃんとできる。指示を受け，

実際に 1年生がやるときに，さりげなく助っ
人に入る，そういうことを大事にしながら，

まあ味はともかく。」【a1-IN】 
 
また，生活指導における，学校と共同した子ど

もや保護者への指導も見られる。たとえば，子ど

もの問題行動等について，学校と情報を共有し，

教員と共同して子どもや保護者に対応するなどの

取り組みがなされている。 
 

「やっぱり 1，2 年生っていうのは学校に入
りたてっていうことで，生活指導も含めてか

なり教員との行き来っていうのはあって，今

の 2 年生なんかは，去年入学してすぐから，
たとえば学校にお菓子を持ってきちゃったり

とか，お金を持ってきちゃったり，いろんな

問題があったので，去年の夏休みの 1年生の
保護者会には私の方で，α としてもこういう
問題で困っているということで担任の方から

全体に言ってほしいっていうことで，一緒に

保護者会やったりもしたんですけど，それだ

け教員とすごくいい関係で，うん。」【a1-IN】 
 
上の事例にみるように，α の指導員が学校の保

護者会に出席し，α で生じている学校での問題と
共通する課題について，保護者に事態の説明をお

こなっている。そして，こうして指導員と教員が

共同の指導をおこなうことについて，「いい関係」

にあると認識されている。 
 A区の行政担当者も，個人的見解としながら，
こうした学校との関係を「情報や対応の共有化が

可能になった」という意味で，学校内施設へ移行

したことのメリットとして積極的にとらえている

【a2-IN】。 
しかし，学校とすべての情報を共有し，対応を

一致させることが必ずしも「問題」解決にはつな

がらないと考えられる25。そもそも学校での「問

題」が放課後での「問題」であるとも限らず，各々

が担う責任や役割の範囲も異なるだろう。たとえ

ば不登校の問題については，児童館のような学校

外施設等，学校とは「もうひとつ違う場所」だか

らこそ取り組めてきた課題もあると指摘する指導

員もいる【c3-IN】。また，南二小学校の α では，
不登校児を受け入れたこともあったというが，学

校内であったために，教員やクラスのほかの児童

へ気を遣いながら「こっそりと」通うことになっ

てしまったという【a3-IN】。 
このように，学校側が直接／間接に働きかけな

がら，他方で，放課後事業の現場職員が学校側の

要請を内面化しつつ，学校教育のなかでできない

部分を放課後に補完するような活動，実践が見ら

れる。なかでも，A区のある αの事例は，もっと
も明確にそれを見ることができた。放課後事業に

おける活動，指導のあり方について，学校の教育

活動における位置づけを明確に意識し，重視して

おり，積極的に学校の論理に回収されていく姿す
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ら浮かび上がる。 
こうして A区が他の自治体と比べ，学校の影響

力が強いのは，そのひとつに，学校選択制を導入

していることが関係していると考えられる。学校

内にあることで，α を含みこむものとして学校が
評価されるものと考えざるを得ない意識が学校側

にもあると考えられ【a1-IN】26，学校の論理によ

り放課後の事業，活動を一定程度方向付ける必要

性が生じているのではないだろうか。 

3.4 分析のまとめ 

以上みてきたように，三自治体とも，学校とい

う場を使用することによって，学校との日常的な

交流，連携にとどまらず，学校のルールの適用か

ら教育的活動の導入まで，運営面から指導面にわ

たる広い意味での放課後への「学校の侵入」と呼

びうる現象が生じている。ただし，その度合いに

は差がみられ，なかでも A区の実践は，学校教育
の役割や機能の補完も果たしつつあり，最も強い

「学校の侵入」がみられたといえるだろう。 
したがって，学校教育とは別物という制度上の

位置づけがなされながらも，実態としては学校的

なものや学校的な教育機能の下に放課後事業が置

かれているといえる。学校施設の活用は，その濃

淡はありながらも，放課後の事業と学校，学校教

育の一部との接点を生じさせるのである。 
そして，このことにより，子どもは安全管理的

側面の強化や学習活動など，学校的なまなざしや

活動の下に一日中置かれることになる。データの

制約から，その子どもへの影響をここで明確に示

すことはできないが，子どもにこそ，増山の指摘

する“子どもの安全管理と成長発達のための活動
とのそもそもの矛盾”が何らかの形で体現される
こととなろう。 
しかし，行政担当者や指導員のなかでは，「子ど

もは同じ学校内にいても，学校生活と放課後生活

の切り替えは可能」もしくは，「学校と切り離した

世界」を作るといった論理により，学校施設活用

の正当化がなされており【a2-IN】【b2-IN】【c1-IN】，
課題としての認識は顕在化されていない。保護者

の中にもそうした意識は共有されていると言え

（【2008年10月1日A区保護者インタビュー】），
子どもが放課後まで学校で過ごすことに対する抵

抗感や問題意識は別段見られず，むしろ肯定的に

とらえられているといえる。安全性への意識の強

さとそのメリットのもとに，子どもに現れている

はずの「矛盾」は埋没してしまっているようにみ

える。 

3.5 考察 

「子どもの放課後」をめぐって，ミクロな実践

レベルでは，学校の教育的機能が放課後へと「侵

入」し，放課後事業が学校のルールや規範，学校

の延長となる教育活動等を実践として内包すると

いう学校からの影響を見ることができた。この影

響の度合いにはグラデーションがあるが，最も大

きな影響を受けているところでは，教科教育，生

活指導などにおける学校教育の機能の補完，代替

の役割を一部引き受けていた。 
すなわち，子どもの生活領域への学校的なもの

（規範・規律そして秩序など）の浸食であり，そ

こでは，子どもの生活が固有の文化や論理を持つ

ことが，学校的な実利性によって影響を受けるこ

とになることが見出される。ミクロな実践レベル

では，明確なラインが引かれているはずの放課後

事業と学校教育との境界があいまいになっており，

この点については，政策，制度として意図された

以上の実践への影響が生じているといえる。 
したがって，学校という場に，家庭に代わる「生

活の場」である学童保育をも含んだ放課後の時

間・空間をとりこむことが，学校の拡張につなが

っているという面が浮かび上がってきたといえる

だろう。これはまた，物理的側面にとどまらない，

子どもの地域社会からの切り離しと学校への囲い

込みが進んでいるとも言い換えられる。 
しかしながら，放課後事業への学校の入り込み，

拡張という実践上の影響について，学校の拡張と

とらえるだけでよいだろうか。もう一つ，別の解

釈も可能であると思われる。それは，学校の拡張

が，学校の性格や学校教育の機能を変化させる可

能性があるという見方である。 
全児童対策事業に見る新たな形態の放課後事業

は，教育と福祉のはざまにある，非常に曖昧な制

度として存在している。そのうえ，学童保育とい

う枠を取り払い，明確な対象を措定した福祉事業

という位置づけだけではなくなったことで，学校

と外部を結ぶ特定化されない，匿名化されたチャ

ンネルとなった。このことは，保護者や地域住民

が意見を言いやすくなるなど，さまざまなニーズ

や要求が放課後事業の中に入り込む余地を生むと

考えられる。学童保育的な機能も含んだ放課後の

事業を学校がとりこむことで，家庭やその背後に
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ある社会の要求が入り込むことが容易になりうる

と考えられるのである。しかも，上で見てきたよ

うな「学校の侵入」と呼びうる事態に対して，保

護者らは積極的にすら受け止めており，放課後事

業を経由しての学校に対する社会的要求は無限定

化しかねない。そして，結果として，放課後事業

の「肥大化」やさらなる曖昧化を招く可能性を有

している。 
他方で，放課後事業は学校とは違う制度の下に

あるにもかかわらず，学校内にあることでそれも

含めてひとつの学校の評価を形成するものとなっ

ており，学校側としても，その存在を気にかけざ

るを得ない部分がある。 
したがって，学校が「拡張」し，放課後の中に

「侵入」してくるように見えながらも，実は，放

課後の事業をモーメントとして，保護者をはじめ

社会的な要求を学校が引き受けざるを得ず，学校

と社会とが地続きとなる可能性をはらんでいると

も考えられる。これは，福祉などの機能，社会的

なニーズ等とある程度隔離されてきた学校や学校

教育の性格をゆるがしかねないだろう。 
今後，学校に学校教育でも家庭教育でもない放

課後事業という曖昧な制度が存在することが，個

人化と市場化の流れの中で曖昧で不安定な空間と

化した学校，学校教育（稲垣 200427）をより曖昧

化し，不安定化させ，その存在基盤をおびやかす

ものとして浮上してくるのではないだろうか。さ

らには，上平（2002）28の指摘するように，近年

の学校の価値低下に対する「再生」の方策として，

学校「社会化」が進み，学童保育や全児童対策事

業などの放課後事業が「学校再生『接木』の先鞭

を担」うことが実体化していくかもしれない。 

4 おわりに 
本研究は，全児童対策事業を事例に，「子どもの

放課後」をめぐる学校・家庭関関係，とくにここ

では学校との関係に焦点を絞ってその変容の一様

相を明らかにした。放課後の問題については，社

会的・政策的に注目を集めており，また，教育学

研究的意味も大きいにもかかわらず先行研究の蓄

積の乏しい中で，子どもの放課後生活が再編され

つつある姿，これまで体験的にしか語られてこな

かった「学校化」のありようを実証的に描き出し

た点に本研究の意義があるといえよう。 
ただし，本研究は，「子どもの放課後」をめぐる

学校・家庭間関係の，変化の一側面を示したにと

どまっており，今後の研究の基礎的作業として位

置づけられるものである。 
今後，放課後事業を媒介とした学校と家庭との

関係変容の様相について，指導員，学校教員や保

護者へのインタビュー，参与観察などの手法を用

いながら，そのより具体的な内容，ロジック等を

明らかにし，構造的に事態を把握していく必要が

ある。特に，子どもや保護者，受け入れる学校側

の意識やありようについては今回深めることがで

きなかったが，放課後生活の場をつくる重要な構

成要素として，また，関係者間における意識のズ

レを見出すためにも，今後十分な検討が求められ

る。 
また，本研究では，学校・家庭間関係変容の姿

のうち，変容後の姿しか描き出せていない。子ど

もの放課後生活をめぐって，学校・家庭間関係の

何が，どのように変化してきているのか，全児童

対策事業と一般的な学童保育事業との比較，もし

くは，ある自治体における全児童対策事業への移

行前後の変化をとらえることで，それを明らかに

していく必要がある。 
さらには，分析結果から得られた，学校や学校

教育への影響についての示唆を掘り下げていくた

めに，本研究を教育学研究の俎上に載せて再検討

していくことが求められよう。 
以上の点については，すべて今後の研究課題と

したい。 
 
 

≪付記≫ 
本研究は，平成 20 年度東京大学大学院教育学

研究科付属学校教育高度化センターの助成研究

「放課後対策事業に見る学校・家庭間関係再編の

動態に関する研究」（指導教員／牧野篤教授，プロ

ジェクトリーダー／佐藤晃子，メンバー／荻野亮

吾，佐藤晋平，仲田康一）の研究成果の一部であ

る。 
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指導員の方々，保護者の方々には，貴重なお時間
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実施状況調査について 平成 20年 6月」入手先
URL：厚生労働省ホームページ
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220. 
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14 『日本の学童ほいく』における「学校」関連特
集の一覧は以下の通りである。 
①1974年 5月（vol.1）：「学校と学童保育」 
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⑤1985年 6月（vol.118）：「学校とのかかわり」 
⑥1986年 7月（vol.131）：「学校と学童保育のか
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⑦1995年 7月（vol.239）：「学校の中の学童保育」 
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しょに育てたい」 
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学校と学童保育」 

15 全国学童保育連絡協議会編『日本の学童ほい
く』1995年 7月号（vol.239，一声社. ）の実践
報告から。前者の事例は，熊井清子“六か月更新

で教室利用―話しあいを重ねて”（pp.16～19），
後者の事例は，桂川静香・三成奈賀子“学童保育

の生活や事情も伝えることを大切に”（pp.20～
23）による。 
16 池本（2009）op.cit.，pp.13～14. 
なお，「学校化」という用語は，より一般的でマ

クロなレベルで語られてきた。日本の文脈の中で，

「学校化」を最初に提示したのは宮台（1998）で
あり，それは「社会の『学校化』」という意であっ

た。宮台は学校化を“空間的に言えば，家も地域

社会も学校的なもの（引用者注：学校的な価値，
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を併せ持つβ事業の開始（1999年）にともない，
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いが，父母会運営等による民間学童保育が約 50
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Aldine Publishing Company，1967]後藤隆・大
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的研究への誘い』弘文堂，2003年など参照。 
21 たとえば B区の公式ホームページによれば，β
事業の主なねらい・特色の四番目に「学校内で運

営することで学童クラブへの通所時の交通事故等

の不安を軽減する」とある。 
22 「勉強会」では，α指導員の指導のもと，学年
ごとに算数・国語のプリント学習等がおこなわれ
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～800円である（「α 利用のしおり 平成 20年
度版」参照）。 
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で，学校の授業を先取りして教えることは一切あ
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http://www.manabinoba.com/index.cfm/4,8607,
76,html（アクセス日：2009-11-01）） 
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討や実施がなされており，A区のような取り組み
は各地で広がる様相を見せている。 
 こうした放課後の補習的活動を公的におこなう

ことについて，格差論の観点から見れば好ましい

ように思われる。ただ，逆に階層や文化的資本の

高い層がこうした活動をも積極的に活用していく

可能性は大いにある。放課後子ども教室ですすめ

られようとしている，スポーツ，文化，芸術活動

など各種体験活動の公的保障についても同様のこ

とが考えられる。これらの点について本研究の課

題からは外れるが，別稿で検討の余地がある重要

な課題といえよう（関連文献として，以下のもの

などが挙げられる。本田由紀『「家庭教育」の隘路 

子育てに強迫される母親たち』勁草書房，2008
年，pp.230~236. ）。 
25 もちろん，学校教員との情報交換等，連携すべ
てを否定するものではなく，共有して取り組むこ
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ば，全国学童保育連絡協議会編『日本の学童ほい

く』vol.379（一声社，2007年 3月号）の片山論
文の実践事例など参照（片山恵子“「今，ここでで

きることは」を問いながら”pp.22～27. ）。 
26 A区のある小学校では，学校説明会資料にα事
業の説明が掲載されており，各学校の中で，学校

選択の材料のひとつとしてα事業も位置づけられ

ていることを示唆していると言えるだろう（「平成

18年度南三小学校（仮名）学校説明会資料」参照）。 
27 稲垣恭子“市場化する社会における子どもと学
校空間の変容”日本社会学会編『社会学評論』

vol.54 no.4，2004年，p.397. 
28 上平泰博“教育福祉システム統合下の子ども施
設―学校施設活用による学童保育所の解体―”〈日

本社会教育学会編『子ども・若者と社会教育―自

己形成の場と関係性の変容―』東洋館出版社，
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    In this study, an aspect on how oncoming school and family relationships have an effect on children’s 
after-school life is discussed. Three local governments were chosen, and people working in the “After-school 
Measures for Children” division were interviewed. Positive analyses and speculations were made from these 
interviews. The results showed that educational principles such as the educational norm, discipline, and order are 
invading children’s after-school life. This invasion can be interpreted as an extension of the educational 
boundaries, but it can also suggest that the boundaries between school and society are becoming less distinct, and 
this implies a change in the function of schools and the educational system. 
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